
技能・技術を活かし新事業展開を図る企業への人材育成支援 
～新事業展開地域人材育成支援事業（仮称）～ 

平成２４年度日本再生重点化措置 要望額 ２億円  

○支援内容 
 ・ 教育訓練カリキュラムの開発 
   （製品化・量産化のための人材育成） 
 ・ 教育訓練の実施 
   （座学講習、実技講習） 

公募・選定・委託 

業界団体等 
（事業協同組合等） 

 新事業展開のアイデア等は固まっているものの、
そのために必要な人材育成に課題を抱える企業 
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 事業の規模：１団体当たりの委託費1,000万円程度（×20団体） 
                                地域の雇用確保見込み 約1.6万人 

○事業目的 

 東日本大震災の影響や、経済社会のグローバル化、急速な円高に伴う生産拠点の海外移転により、地域産業 

の衰退や国内の雇用喪失が懸念されることから、企業の新事業展開を人材育成の面から支援を行うことにより、

地域の活性化・雇用の確保を図る。 

○事業内容 

 地場産業が集積する地域の業界団体等（事業協同組合等）が、教育訓練機関と連携し、これまで培ってきた技能・

技術を活かし新たな事業展開を図る企業に対し、具体的な事業化に必要な技能の付与を行うための教育訓練カリ

キュラムの開発・教育訓練の実施等の支援を行う。 

選定に当たっては、外部
専門家等の意見を聴取 
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